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１．はじめに  

補強土壁工法 1)は補強材と盛土の複合構造である柔構造により耐

震性に優れることが大規模地震による震災被害調査 2),3)により報告

されている．鋼製帯状補強材による補強土壁の設計において，性能

設計の導入に伴う地震時の変形性能評価として，ニューマーク法を

用いた変形解析を提案している．分割型の壁面を有する補強土壁に

おける動的遠心模型実験結果と地震被災調査結果に対する変形解析

の検証による耐震性評価の有効性について報告する． 

２．解析の概要  

(1) 解析法と解析条件 

L2 地震動における補強土壁の破壊モードを図-1 に示す滑動・転倒, 

ハラミ出しのモードの組み合わせと想定した． 

1) 滑動・転倒モード 

補強土壁の地震時の滑動・転倒の評価式(1),(2)により,照査値 1.0

とする降伏震度時のすべり土塊に対し,地震波を作用させて各モー

ドの降伏震度 Kyを超える地震加速度について，ニューマーク法によ

り各モードの変形量を算定する．  
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2) ハラミ出しモード 

降伏震度以前の補強領域のはらみ出し変形をフレーム解析により

算定している．図-2 の分割パネルをピン結合で連結させ補強材を水

平抵抗バネで模擬した解析モデルに対して,修正物部岡部土圧を作

用土圧として考慮した． 

3)地震時の残留変形量 

図-1 に示す補強領域の変形モードにおいて，滑動・転倒の変形量

に，静的非線形梁バネモデルによるハラミ出しとして算定する変形

量を足し合わせ，地震時の補強土壁の残留変形量であると仮定した． 

３．地震時挙動の再現解析 

動的遠心模型実験と熊本地震被害調査を対象に提案法による再現

解析を実施した．ニューマーク法による滑動/転倒変形量と,フレーム

解析による壁面のハラミ出し変形量の残留変位量を評価した． 

 

 

図-3動的遠心実験の概要図 
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写真-1 加振後の模型変形状況 

図-1 補強土壁の変形モード 

図-4動的遠心実験と再現解析 

(ニューマーク法) (フレーム解析) 

(円弧すべり法) (FEM 解析) 
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再現解析の結果比較 凡例
 実験結果（変位計による累積変位量）
 計算結果（ニューマーク法+フレーム解析）
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(1) 動的遠心模型実験 

1) 補強土壁を対象に動的遠心載荷実験 4)を実施した．遠心装置の土槽

内に表-1 に示す物性で作成した地盤により図-3 に示す 1/20 スケールの

壁高 7.5m に相当する補強土壁を構築した．実験土槽に地震波を含む正

弦波 20 波(周波数 40Hz)の主要動平均加速度の絶対値が最大 1171(gal)

にわたる 10 ステップの加振を行った．(写真-1)  

2) 壁面頂部変形量について, それぞれ動的遠心実験の平均加速度と壁

頂水平変位量の関係において解析値と実験値を比較して図-4 に示した. 

動的遠心実験結果との比較により，中規模～大規模地震動のレベルに

おいては提案解析法によるハラミ出しによる補強材と分割パネルの影

響を直接的に評価したフレーム解析法が解析精度の高い結果となった. 

(2) 熊本地震被災調査 

1) 2016 年熊本地震における補強土壁を対象に震度５強以上の地域に

おける被災調査 3)を実施した．調査対象の 395 件に対して，無変形・

部分的に軽微な損傷に留まるⅠ・Ⅱの 385 件(97.47％)と変形を確認す

るも構造物の機能を有するⅢ～Ⅵの 7 件(1.77％)とする調査結果より

補強土壁の耐震性を確認した．ここで，大変形の発生を確認した損傷

ランクⅥの 3 件の内，基盤層を含む全体すべりによるものでないと考

えられる 1 事例についてニューマーク法による再現解析を実施した．

本事例は，布田川断層帯から 1.5km に位置し，2.4km 離れた南阿蘇村

河陽での強震記録では，補強土壁の壁面の法線方向に最大加速度

1253gal を観測している．延長 160m，最大壁高さ 8.5m の補強土壁の

被災状況として，道路上面の高さ,壁の水平変位，滑動変位，最下段壁

面材の傾斜度を計測している．5) 部分的に崩壊に達した区間を含め全

長にわたる重力式基礎の変形・傾斜が認められなかったことにより，

補強土壁部の地震動による変形を確認出来た． 

2) 計測した断面の壁面残留変形量について，図-5 に示す解析モデルに

対して，入力する土質定数(表-2)を設定し入力地震動(図-6)による解析を実施した．解析による高さ方向の合

計残留変形量の分布について，被害調査による計測結果と比較して図-7 に示した. 被災調査結果との比較にお

いて，提案法により崩壊に至っていない断面における分割壁による補強土壁の水平変位・変形はらみ出しモー

ドを再現している. 

４．おわりに  

動的遠心模型実験結果と熊本地震被災調査の検証によりニューマーク法による補強土壁の変形解析の有効

性を確認した. 支持地盤の性状に関わる安定や補強領域の背面の全体安定については留意するとともに、補

強土壁の安定照査における補強領域の変形予測として、道路構造の機能による補強土壁の要求変形性能を定義

し，ニューマーク法と分割パネルや補強材の構造を考慮したフレーム解析との組み合せにより変形予測による

性能設計が可能であると考える. 
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図-5解析モデル 

表-2 入力土質定数 
単位体積重量 粘着力 内部摩擦角

γ C φ

(kN/m3) (kN/m2) （°）

盛土層 - 19.3 2.0 41.7

地山層 2～50 16.0 15.0 30.0
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図-7変状調査と解析結果 

図-6 入力地震動 

＜被災状況＞ 
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